




要約:日本産科婦人科学会周産期委員会では,1980 年より 17 年間にわたり全国主要病院約

270 施設を対象に,周産期死亡に関する統計を継続的に行っている。本統計では,周産期死

亡に至った症例に対し,詳細なデータ(分娩時サマリー,新生児サマリー)を記載し,詳細な

統計分析が行える様になっている。従来より統計の継続性を考慮し, ICD9 コードを用い

てきたが,今後の ICDlO コードへの移行を考慮し,変更作業上の問題点を分析した。その結

果,周産期医療全般に関する, ICD9 コードから ICDl0 コードへの移管は,疾患の種類が膨

大であること,コード体系の基本的相違,保険病名との開係などから,現時点では困難であ

る。 しかし周産期死亡統計に関する疾患に限れば(胎児奇形の種類など),一応現時点でも

対応表が作製可能であり,平成 10 年度内に ICD9 コードと ICDlO の対応表(案)を作製する

事になった。また本研究班で作製された新生児搬送連絡書,および母体搬送連絡書に関し

て,栃木県で運用が開始された連絡書の形式を,一部変更することにより,周産期委員会と

して今後全国共通の連絡書として普及させる方向で承認された。


